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１．米国における個人消費支出を
取り巻く環境の変化
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(出所) Google “Mobility Report”、STR、Transportation Security Administrationを基に弊行作成

(月)

(注) 2020年1月3日～2月6日(5週間)の中央値

2022年

2020年

人の移動量(基準値<注>対比の増減、7日平均) ホテルの利用状況(平均客室稼働率)

空港の利用状況(保安検査通過人数)

米国における人出の状況

米国における小売･外食･娯楽施設などへの人出の状況は、2021年3月以降に回復が進み、経済活動も活性化して
きました。

足元では、ホテルや空港利用においてもコロナ影響が解消されつつあります。

(月/日)
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新待機プロセス

の導入*

北米西岸(LA港)の滞船状況 コンテナ荷動き量推移

(注)SAQA(Safety & Quality Area、港から40海里)内のコンテナ数の増加により、安全面
等に懸念が生じたことから、11/16日より待機とみなす時点を｢SAQAに入った時点｣から｢直前
港を出発した時点｣に変更

港湾混雑
により増加

港湾･内陸
輸送混雑に
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(出所) The Port of Los Angeles、日本海事センター、Clarkson Research Services ”Shipping Intelligence Network”を基に弊行作成

北米西岸における港湾の混雑状況

北米西岸の港湾では、オペレーションの改善やコンテナ船が東岸に迂回する動きもあって、滞船数は減少しています。

今後を見通せば、引き続き労使交渉の難航は懸念材料とみられていますが、景気減速により荷動き自体が落ち込む可
能性を指摘する声も聞かれています。
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前年同月比 前月比

民間非農業部門 $32.5 +5.0% +0.3%

マイニング $36.6 +3.8% +0.1%

建設 $35.0 +5.5% +0.5%

製造 $31.1 +4.1% +0.1%

卸 $35.4 +4.2% +0.4%

小売 $23.0 +4.1% +0.1%

運輸･倉庫関連 $28.4 +6.6% +0.7%

公益 $47.9 +5.7% +1.3%

情報 $47.5 +7.2% +0.7%

娯楽･ホスピタリティ $20.3 +7.9% +0.2%

22/9月
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(求人率=求人数÷(求人数+雇用数))

（失業率）※●コロナ禍(2020/4月以降)、●金融危機影響下（2008/1～2010/12月）

（百万人）

求人件数

採用者数

(月/日)

非農業部門における求人件数と採用者数の推移

失業率と求人率(2006年～)

民間非農業部門の平均時給

(出所) Bloomberg、Bureau of Labor Statisticsを基に弊行作成

労働面の供給制約の状況

経済活動が再開し、求人件数が過去最高を記録するなど労働需要は急速に拡大してきたものの、コロナ禍における早
期リタイアの影響などもあって、労働供給不足が続いています。

こうした状況下、低賃金労働者向けを中心に幅広い業種で賃金が高騰しており、労働面の供給制約や賃金上昇の影
響は長期化する懸念もあります。
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21/11月 21/12月 22/1月 22/2月 22/3月 22/4月 22/5月 22/6月 22/7月 22/8月 22/9月 22/10月

全項目 +6.8% +7.0% +7.5% +7.9% +8.5% +8.3% +8.6% +9.1% +8.5% +8.3% +8.2% +7.7%

(食品·燃料除くベース) +4.9% +5.5% +6.0% +6.4% +6.5% +6.2% +6.0% +5.9% +5.9% +6.3% +6.6% +6.3%

モノ(コア) +9.4% +10.7% +11.7% +12.3% +11.7% +9.7% +8.5% +7.2% +7.0% +7.1% +6.6% +5.1%

サービス(コア) +3.4% +3.7% +4.1% +4.4% +4.7% +4.9% +5.2% +5.5% +5.5% +6.1% +6.7% +6.7%

食品 +6.4% +6.5% +7.4% +8.6% +10.0% +10.8% +11.9% +12.2% +13.1% +13.5% +13.0% +12.4%

ガソリン +58.1% +49.6% +40.0% +38.0% +48.0% +43.6% +48.7% +59.9% +44.0% +25.6% +18.2% +17.5%

アパレル +5.0% +5.8% +5.3% +6.6% +6.8% +5.4% +5.0% +5.2% +5.1% +5.1% +5.5% +4.1%

自動車(新車) +11.1% +11.8% +12.2% +12.4% +12.5% +13.2% +12.6% +11.4% +10.4% +10.1% +9.4% +8.4%

自動車(中古) +31.4% +37.3% +40.5% +41.2% +35.3% +22.7% +16.1% +7.1% +6.6% +7.8% +7.2% +2.0%

家具 +11.8% +13.8% +17.0% +17.1% +15.8% +15.0% +12.7% +13.1% +14.8% +12.8% +10.1% +8.3%

家電 +4.9% +6.0% +8.5% +7.3% +8.0% +7.8% +6.4% +6.5% +5.3% +3.0% +1.7% +0.9%

スポーツ用品 +8.4% +6.3% +8.2% +7.1% +7.9% +7.5% +5.7% +5.3% +5.2% +3.8% +3.0% +3.0%

パーソナルケア  -0.2% +0.1% +0.3% +0.8% +2.0% +2.1% +2.8% +3.8% +5.0% +6.0% +6.5% +6.8%

住宅関連 +3.8% +4.1% +4.4% +4.7% +5.0% +5.1% +5.5% +5.6% +5.7% +6.2% +6.6% +6.9%

エネルギー +10.7% +10.4% +13.6% +12.3% +13.5% +13.7% +16.2% +19.4% +18.8% +19.8% +19.8% +15.6%

外食 +5.8% +6.0% +6.4% +6.8% +6.9% +7.2% +7.4% +7.7% +7.6% +8.0% +8.5% +8.6%

医療 +2.1% +2.5% +2.7% +2.4% +2.9% +3.5% +4.0% +4.8% +5.1% +5.6% +6.5% +5.4%

交通 +3.9% +4.2% +5.6% +6.6% +7.7% +8.5% +7.9% +8.8% +9.2% +11.3% +14.6% +15.2%

娯楽 +2.8% +3.3% +5.0% +5.1% +4.8% +4.4% +4.9% +4.7% +4.5% +4.2% +4.1% +3.9%

教育・通信 +1.7% +1.7% +1.7% +1.7% +1.6% +1.7% +1.7% +1.7% +1.5% +1.5% +1.4% +1.3%

伸び率マイナス +5%以上+10%未満 +10%以上+20%未満 +20%以上

モ
ノ

サ
ー

ビ
ス

米国CPI前年同月比推移(主な項目)

(出所) Bloombergを基に弊行作成

インフレの動向

消費者物価指数(CPI)を見れば、ガソリンや自動車に加え、昨夏以降は幅広いモノで物価上昇が進んできました。

インフレ対応は米国政府の最重要課題の一つに位置付けられており、急ピッチでの政策金利引き上げが続いているもの
の、解決には至っておらず、インフレの高止まりが続いています。
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-4%
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±0%
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+6%

+8%

2017 2018 2019 2020 2021 2022e 2023e

22/7月

22/10月

IMF予測

22/1月

22/4月

(年)

【2023年GDP成長率予測】

22/1月⇒4月⇒7月⇒10月

米国 +2.6%⇒2.3%⇒+1.0%⇒+1.0%

先進国 +2.6%⇒2.4%⇒+1.4%⇒+1.1%

EU +2.5%⇒2.3%⇒+1.2%⇒+0.5%

英国 +2.3%⇒1.2%⇒+0.5%⇒+0.3%

日本 +1.8%⇒2.3%⇒+1.7%⇒+1.6%

中国 +5.2%⇒5.1%⇒+4.6%⇒+4.4%

米国GDP成長率の推移 米国の家計貯蓄額(現預金)の推移

(出所) Bloomberg、Federal Reserve Bankを基に弊行作成

米国経済の動向

IMFによる米国のGDP成長率予測では、変異株の感染拡大影響や供給制約、インフレ高止まりなどの問題により、昨
夏以降は下方修正が繰り返されていますが、欧州などと比べると底堅い推移が見込まれています。

また、米国の家計貯蓄額は、コロナ禍における手厚い政府支援や賃金上昇を背景に大きく積み上がりました。足元の家
計貯蓄額はインフレ圧力から増加ペースこそ鈍化しているものの、引き続き個人消費を下支えするとみられています。

(年/Q)



Copyright © 2022 Sumitomo Mitsui Banking Corporation.  
All Rights Reserved. 9

２．米国における消費構造と
小売市場のトレンド
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個人消費(左軸)

(2022年は9月時点の年換算値)

個人消費(モノ)

前年比(右軸)個人消費

前年比(右軸)

個人消費(サービス)

前年比(右軸)

米国における消費構造

米国GDPの約7割を占める個人消費は、2020年はコロナ影響を受けたサービス消費の落ち込みから個人消費全体が
縮小しました。2021年は、経済活動再開による景気回復などから大きく拡大し、2022年も堅調に推移しています。

内訳をみれば、2021年には、生活必需品の需要が旺盛なうえ、コロナ禍に落ち込んだ裁量商品も回復し、モノ消費の
増加が個人消費拡大を牽引しました。 2022年には、モノ消費は反動減やインフレ影響もあって伸びが鈍化しています。

米国における個人消費の内訳(2019年～2021年) 米国における個人消費推移

(注) モノ：自動車･同部品及びガソリンを除くベース

(出所) US Bureau of Economic Analysisを基に弊行作成

(年)
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米国の小売売上高推移

潤沢な家計貯蓄などを背景に、米国の小売売上高は2022年に入っても増加が続いています。但し、インフレ調整した
実質ベースでは、2022年春頃には前年同月比でマイナスに落ち込む月もみられました。

全米小売業協会では、 2022年の小売売上高は名目ベースで前年比+6%超増加すると予測されています。もっとも、
小売業界の収益環境は、人件費や原材料、燃料費などの高騰を受け、昨年対比厳しくなる懸念があります。

米国における小売売上高の推移(注1) (参考)米国における外食売上高の推移(注1)

(注2) 21年4月+124.7%、 21年5月+76.7%

全米小売業協会の2022年小売売上高予測(前年比)
• 小売全体：+6%～+ 8%
• オンライン・通販：+11%～+13%

(注2)

(出所) US Department of Commerce、 US Bureau of Economic Analysisを基に弊行作成

(注1) 季節調整後ベース

(年/月)
(年/月)
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小売チャネル別のトレンド

食品やガソリンなどの生活必需品を含むモノ全般でインフレが続いていることを受け、足元はアパレルなどの裁量性が高
い商品を中心に売上の伸びが鈍化しています。生活必需品についても、比較的低価格で商品を提供するディスカウント
ストアやプライベートブランドへのシフトがみられます。

尚、実質ベースでは、多くの小売チャネルが前年比マイナス成長となる中、オンライン・通販はプラスを維持しています。

チャネル別小売売上高の推移(前年同月比)(注1) 小売売上高、及び伸び率(2022年10月)(注3)

(注2)

(注1) 季節調整後・名目ベース
(注2) アパレル： 20年4月 ▲87.3%、20年5月 ▲62.7%、21年3月 +109.3%、21年4月

+739.8%、21年5月 +199.1%、百貨店： 21年4月 +78.8% (注3) 季節調整後・名目ベース、薄茶色の網掛けは左図表示分

(出所) US Department of Commerceを基に弊行作成

(年/月)

(単位：十億ドル)

実績
  寄与度  

オンライン･通販 112 +11.5% +3.0% +1.2% 

食品スーパー 81   +7.6% +1.5% +1.4% 

GMS 70   +2.3% +0.4% ▲0.2% 

(百貨店) (11) (▲1.6%) (▲0.0%) (▲2.1%) 

ホームセンター 44   +9.2% +1.0% +1.1% 

ドラッグストア 34   +5.4% +0.5% +0.5% 

アパレル専門店 26   +3.1% +0.2% ▲0.0% 

その他店舗 16   +10.4% +0.4% +0.3% 

家具小売店 12   +0.4% +0.01% +1.1% 

スポーツ･娯楽用品店 9     +2.5% +0.1% ▲0.3% 

家電量販店 7     ▲12.1% ▲0.3% ▲0.3% 

小売売上 411 +6.7% +6.7% +0.7% 

飲食店(外食) 90   +14.1% - +1.6% 

ガソリンスタンド 64   +17.8% - +4.1% 

自動車･部品ディーラー 129 +5.2% - +1.3% 

前月比前年同月比
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ホリデー商戦(11~12月)の見通し

今年の米国ホリデー商戦は、インフレ影響により前年比+6～8%と増加する見込みですが、モノ需要が大きく増加した
前年と比べると伸びは大きく鈍化し、インフレ調整後(実質ベース)の売上高では前年とほぼ同水準に止まる見通しです。

オンライン販売は依然として主要なチャネルになるとみられますが、外出機会増加に伴い、実店舗における販売増加が予
想されています。中でも、インフレ高止まりを背景として、ディスカウントストアでの販売増が見込まれています。

米国におけるホリデー商戦の売上高推移(注) 利用予定の販売チャネル(消費者アンケート結果)(注)

(注) 各年10月時点の結果をNRFが公表(注) 除く外食、自動車・同部品、ガソリン

(出所) National Retail Federation(NRF)を基に弊行作成
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(十億ドル)

Eコマース売上高(左軸）

Eコマース売上高

前年同期比(右軸)

EC化率(注1)

(右軸)

(注1)EC化率=Eコマース売上高÷小売売上高

(注2)スマートフォンやSNSに慣れ親しんだ｢ポストミレニアム世代(ジェネレーションZ、
1997年以降の生まれ)｣も中長期的なEコマースの牽引役。

市場拡大の背景

① 通信技術及びインターネット環境の整備進展

②
人口動態の変化(ミレニアル世代の台頭) (注2)

⇒デジタルネイティブのミレニアル世代が消費を牽引

③
消費者の返品に対する抵抗感の薄さ
⇒米国の返品率：店頭販売1割、オンライン販売3割

④
配達に対する要求水準の低さ
⇒不在時でも玄関先に商品を配達

⑤ 新興企業に寛容な米国の事業環境

⑥
一部業者に対する売上税(消費税)の徴収義務免除
⇒但し、近年一部の州では納税義務発生

⑦
コロナ禍における外出自粛を受けたEコマース利用の広がり、
定着

(出所) US Department of Commerce “Quarterly E-Commerce Report” を基に弊行作成

米国における消費者の商品購入チャネルは実店舗からオンライン(Eコマース)へシフトしていますが、コロナ影響を受けて
実店舗での買い物を避ける消費者が増えたことから、Eコマース市場は急拡大しました。

経済活動の再開に伴い実店舗への回帰が一部でみられるものの、EC化率はコロナ禍前を上回る水準で推移しており、
もともとEコマース比率の低かった食品でもオンライン販売が大きく増えています。

(参考)米国におけるEコマースの拡大

米国における四半期別のEコマース売上高推移 Eコマース市場拡大の背景

(年/Q)


